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企業と労働者 名前

問1 1970年から2010年にかけて、日本の女性労働者に占めるパート労働者の割合が約12％から40％以上にまで大幅に上昇した背景として、最も適
切なものはどれですか。 （2015年 佐賀県公立入試 類似）

1. 法律によって、女性はパートタイ
ム以外の形態で働くことが禁じられ
たため

2. 少子高齢化の影響で、若年層の労
働者がすべて正社員として採用され
たため

3. 高度経済成長により、農林水産業
に従事する女性が急増したため

4. サービス業の拡大に伴い、企業が
雇用調整のしやすい労働力を求めた
ため

問2 従業員の仕事と子育ての両立を支援するため、一定の基準を満たした企業に対して厚生労働大臣が認定を与える制度があります。この認定を受
けた企業が、自社の製品や広告などで使用することができる、子育てサポート企業の証となるロゴマークの名称として正しいものはどれですか
。 （2024年 栃木県公立入試 類似）

1. トクホマーク 2. エコマーク 3. くるみんマーク 4. ベルマーク

問3 現代の日本において、個人が職業を選択する際の基準として、望ましいとされる態度の説明として最も適切なものはどれですか。 （2023年

長野県公立入試 類似）

1. 自分の能力を向上させる努力を避
け、現在の能力だけで一生通用する
安定した職業のみを探す

2. 仕事を通じて得られる達成感より
も、責任を負わずに済む単純な作業
であることを唯一の基準とする

3. 希望する職種に就くことや、研修
などを通じて自分の能力を高めるこ
とができる環境を考慮する

4. 個人の適性ややりがいは無視し、
とにかく収入が最も多い職業を機械
的に選択する

問4 すべての労働者が人間らしい生活を営むことができるよう、賃金や労働時間、休日などの「労働条件の最低基準」を定めており、使用者にその
遵守を義務付けている法律はどれか。 （2019年 北海道公立入試 類似）

1. 労働組合法 2. 男女雇用機会均等法 3. 労働基準法 4. 労働関係調整法

問5 2014年の会社法改正では、社外取締役の要件が厳格化され、親会社の出身者や経営者の近親者などが「社外取締役」として認められない範囲が
広がりました。このような制度改正が行われた背景として、最も適切な説明はどれですか。 （2023年 東京都公立入試 類似）

1. 社内事情に精通した役員を増員す
ることで、経営判断のスピードを向
上させるため

2. 親会社との連携を強めることで、
グループ全体での利益を確保しやす
くするため

3. 経営陣から独立した客観的な立場
による監督を徹底し、経営の透明性
を高めるため

4. 取締役の数を減らすことで人件費
を削減し、株主への配当金を増やす
ため

問6 日本の労働市場における外国人労働者の動向について、正しい記述を選択してください。 （2022年 沖縄県公立入試 類似）

1. 国内の完全失業率が上昇し続けて
いるため、外国人労働者の数は近年
大幅な減少に転じている。

2. 人手不足に悩む産業での労働力を
確保するため、外国人労働者の受け
入れ人数は増加傾向にある。

3. 日本で働く外国人労働者の構成を
みると、銀行や証券会社などの金融
業に従事する割合が最も高い。

4. 外国人労働者の受け入れについて
は、専門的な技術を持つ者に限定さ
れており、単純労働に近い分野での
受け入れは一切行われていない。

問7 現代の企業は、利益を追求するだけでなく、環境保全や地域社会への貢献、法令の遵守など、社会の一員として適切な役割を果たすことが求め
られています。このような「企業の社会的責任」を指すアルファベット3文字の略称として正しいものはどれですか。 （2026年 鹿児島県公立入試 類似）

1. GDP 2. NPO 3. WTO 4. CSR

問8 近年の日本の労働環境において、企業側（使用者）と働く側（労働者）の間では、向上させるべき能力に関する意識の差が見られます。ある意
識調査において、使用者が労働者に対して向上を求める割合が、労働者自身が重要と考える割合を大きく上回っている能力の組み合わせとして
、最も適切なものはどれですか。 （2020年 愛知県公立入試 類似）

1. 経営に関する管理能力や指導力 2. 専門的な分析力や論理的思考力 3. IT技能や語学力 4. コミュニケーション能力や協調性

問9 労働基準法の目的や役割について説明したものとして、最も適切なものはどれか選びなさい。 （2021年 静岡県公立入試 類似）

1. 労働者と使用者の間で対立が起き
た際、第三者機関が間に入ってスト
ライキなどを防ぐための調整を行う
。

2. 職場における性別による差別を禁
止し、採用や昇進において男女が平
等に扱われるようにする。

3. 経済的に立場が弱い労働者を守る
ため、使用者が一方的に不利な条件
を課さないよう法的強制力を持たせ
ている。

4. 労働者が使用者と対等な立場で交
渉するために、団体交渉やストライ
キを行う権利を保障する。

問10 日本の雇用状況について、正規雇用と非正規雇用の賃金を比較した統計では、正規雇用の賃金は年齢とともに上昇する傾向が強いのに対し、非
正規雇用は年齢が上がっても賃金の上昇幅が小さいという特徴が見られます。このような状況がもたらす社会的な課題として、最も適切な説明
はどれですか。 （2025年 島根県公立入試 類似）

1. 終身雇用制度が非正規雇用にも適
用されるようになったことで、労働
者の雇用の流動性が失われる。

2. 非正規雇用の賃金が正規雇用を上
回る逆転現象が起こり、企業の労働
コストが大幅に増加する。

3. 非正規雇用の方が正規雇用よりも
年功序列の仕組みが強く機能するた
め、若年層の賃金が極端に低くなる
。

4. 年齢が上がるにつれて正規雇用と
非正規雇用の間の賃金格差が拡大し
、経済的な不平等が生じやすくなる
。

問11 現代の企業は、生産活動を通じて利潤を追求するだけでなく、環境保護や法令遵守、労働環境の整備など、社会に対して責任ある行動をとるこ
とが求められています。このような考え方を何と呼びますか。アルファベット3文字の略称で答えなさい。 （2024年 栃木県公立入試 類似）

1. GDP 2. CSR 3. FTA 4. NPO

問12 日本において「ワーク・ライフ・バランス」の実現が社会的に強く求められるようになった背景と目的について、最も適切な説明はどれですか
。 （2021年 沖縄県公立入試 類似）

1. 年功序列や終身雇用といった日本
の伝統的な雇用慣行を維持し、個人
の生活設計を企業がすべて保障する
ため

2. 少子高齢化による労働力不足を背
景に、育児や介護と仕事を両立でき
る環境を整え、多様な人材の労働参
加を促すため

3. 企業が従業員の私生活を詳細に管
理することで、24時間体制の業務を
効率的に行い、国際競争力を高める
ため

4. 全ての労働者に対して、情報通信
技術を活用した場所を選ばない働き
方を義務付け、都心部の過密状態を
解消するため

問13 日本の企業活動において、独自の高い技術や創造的な知識を活かして、新しい事業や未開拓の市場を展開する、設立して間もない中小企業を何
と呼びますか。 （2020年 佐賀県公立入試 類似）

1. ベンチャー企業 2. 公企業 3. 株式会社 4. NPO法人


